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第１部 調査の概要 

１ 調査目的 

本調査は、市民の男女共同参画に関する意識、実態等の現状及びその推移を明らかにすることで、

横浜市における男女共同参画推進に関する課題を把握し、今後の横浜市の施策をさらに推進するため

に実施した。 

２ 調査内容 

本調査は、横浜市がこれまでに実施した「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成 30年度実施）

及び内閣府が実施した「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和元年度実施）の内容を考慮し、

以下のとおり行った。 

※★は新規項目

Ⅰ 男女の役割や地位に関する意識について 

(１) 男女の地位の平等感の有無

(２) 性別による役割分担意識、女性が仕事をすること、結婚・別姓に関する意識

(３) 日常生活における男女の役割期待の有無 ★

(４) 子供時代に「女／男の子らしく」と言われた経験の有無 ★

Ⅱ 政治・職場における女性の活躍について 

（５）女性政治家の増加についてどう思うか ★

（６）職場での女性の雇用・登用について

（７）職場での女性の雇用・登用を進める上での課題

（８）過去３年間に職場でセクシュアル・ハラスメントと思う行為を受けた経験

Ⅲ 仕事と家庭生活等の両立について 

（９）生活の中で各活動に費やしている時間

（10）理想とする家事、育児、介護などの分担 ★

（11）実際の家事、育児、介護などの分担 ★

（12）男性が育児や介護のために休業や休暇を取得することに対する意識

（13）男性が育児休業などをとることについての社会や企業の支援に対する意識

（14）さまざまな地域活動への参加状況

（15）地域活動のリーダーとして女性参画の必要性

（16）地域活動への今度の参加意向

Ⅳ ＤＶ（配偶者等からの暴力）について 

（17）配偶者やパートナーからの暴力についての相談窓口の認知度

（18）配偶者やパートナーの間での暴力と思われる行為

（19）配偶者やパートナーの間での暴力を受けた行為

（20）配偶者やパートナーからの暴力にあたる行為をした経験

（21）配偶者やパートナーからの暴力の被害の相談をしやすくするために必要なこと
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Ⅴ 男女共同参画について 

（22）男女共同参画社会の実現に向けて重点的に取り組むべきこと 

（23）男女共同参画についての意見

（24）配偶者やパートナーからの暴力の根絶と被害者への支援についての意見

なお、前回調査（平成 30 年度実施）、「男女共同参画に関する市民意識調査」の質問のうち、質問

の仕方や選択肢が一部変更になったものは、「※」の後にその旨を付記している。 

３ 調査設計 

（１）調 査 対 象 横浜市内在住の満 18歳以上の男女（外国籍市民を含む） 

（２）標 本 数 8,000サンプル 

（３）抽 出 方 法 住民基本台帳及び外国人登録原票による無作為抽出 

（４）調 査 方 法 郵送配布・郵送回収法 

（５）調 査 期 間 令和２年５月 23日～６月 12日 

（６）調査実施機関 株式会社 CCNグループ

４ 回収結果 

（１）調査対象者数 8,000人（うち外国籍市民 200人）

（２）回 収 数 3,137 人（うち白票・無効票２人） 

（３）有効回答者数 3,135人（うち外国籍市民 27人）

（４）有効 回答率 39.2％ 
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５ 報告書の見方 

（１）数値は、集計結果の比率（％）の小数第２位を四捨五入したものを表示した。したがって、すべ

ての選択肢の比率を合計しても 100.0％ならないことがある。 

（２）各質問の回答者数を基数として比率を算出した。したがって、複数回答の質問については、すべ

ての選択肢の比率を合計すると 100.0％を超える。 

（３）標本調査を行っているため、調査結果には統計上の誤差（標本誤差）が生じることがある。単純

無作為抽出法を用いた場合の標本誤差（信頼度を 95％とした場合）は次の式により求められる。 

  標本誤差 

（２段階抽出） 

Ｎはｎより非常に大きいため、 とみなすことができるので、信頼度を 95％とした場合に

おける調査結果の標本誤差の範囲は、以下の標本誤差早見表のとおり求められる。 

図表１ 標本誤差早見表（信頼度：95％） 

回答の比率 

基数（n） 

10％または

90％ 

20％または

80％ 

30％または

70％ 

40％または

60％ 

50％ 

3,135 ± 1.1％ ± 1.4％ ± 1.6％ ± 1.7％ ± 1.8％ 

1,590 ± 1.5％ ± 2.0％ ± 2.3％ ± 2.4％ ± 2.5％ 

1,545 ± 1.5％ ± 2.0％ ± 2.3％ ± 2.4％ ± 2.5％ 

1,200 ± 1.7％ ± 2.3％ ± 2.6％ ± 2.8％ ± 2.8％ 

600 ± 2.4％ ± 3.2％ ± 3.7％ ± 3.9％ ± 4.0％ 

300 ± 3.4％ ± 4.5％ ± 5.2％ ± 5.5％ ± 5.7％ 

100 ± 5.9％ ± 7.8％ ± 9.0％ ± 9.6％ ± 9.8％ 

（４）クロス集計による分析では、分析軸の項目のうち、基数が 30 未満の項目については、全体の平

均と比べて比率に大きな差がみられる選択肢であっても、本文中ではふれていない。 

1
1
≒

−
−

N
nN

λ＝信頼係数 

Ｎ＝母集団数 

ｎ＝比率算出の基数 

ｐ＝回答の比率 
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（５）市民の意識や行動の変化をみるため、横浜市において実施した、「男女共同参画に関する市民意

識調査」（平成 30 年度実施、平成 26 年度実施）との比較を行った。また、全国との比較のため、

内閣府において実施した、「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和元年度実施）を参照した。

各調査の概要は次のとおりである。なお、以後の本文中、平成 30 年度実施の横浜市調査を「前回

調査」、令和元年実施の内閣府世論調査を「世論調査」とそれぞれ省略することがある。 

（注）前回の調査から、集計結果を横浜市の年齢構成比に合わせウェイトバック集計をかけている。 

参考として、平成 26年度の調査結果を掲載する。 

図表２ 横浜市 今回調査・平成 30年度調査・平成 26年度調査、内閣府 全国世論調査の概要 

横 浜 市 調 査
今回 

調査 

平成 30 年度 

調査 

平成 26 年度 

調査 

調 査 時 期
令和２年５月23日 

～６月12日 
平成30年5月7日 

～5月31日 
平成26年10月４日 

～10月24日 

調 査 対 象 者
市内在住の 18歳以上の男女（外国籍市民を含む） 

8,000人 5,000人 

抽 出 方 法 住民基本台帳及び外国人登録原票による無作為抽出 

調 査 方 法 郵送配布・郵送回収法 

有効回収数（回収率） 
3,135 件 

（39.2％） 

2,439 件 

（30.4％） 

1,462 件 

（29.2％） 

内 閣 府 調 査 全国調査（「男女共同参画社会に関する世論調査」） 

調 査 時 期 令和元年９月５日～９月 22日 

調 査 対 象 者 全国 18歳以上の日本国籍を有する者 5,000人 

抽 出 方 法 層化２段無作為抽出法 

調 査 方 法 調査員による個別面接聴取法 

有効回収数（回収率） 2,645人（52.9％） 
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６ 回答者の属性 

（１）年代

回答者の年齢構成は図表３のとおりである。なお、調査結果を見る際、回答者の年齢構成と 

実際の横浜市全体の年齢構成に差異があることに留意する必要がある。 

図表３ 回答者及び横浜市全体の年齢構成 

令和２年１月１日現在の年齢別人口 

※合計の人口数は 17歳以下と年齢不詳を除く数値となっています。

※上記の合計人口数からの構成比となっています。

※ウェイトバック集計の際は、横浜市全体の人口構成に比率を合わせるため性別と年齢の無回答者は対象外となります。

（注）前回調査から、集計結果を横浜市の年齢構成比に合わせウェイトバック集計を

かけています。平成 26年度以前の調査結果は参考値となります。  

  （注）ウェイトバック集計による補正を行なっているため、補正後のサンプル数は四捨五入 

して整数表記をしています。そのため、合計と誤差が生じておりますが、ご了承ください。 
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（２）性別

図表４ 性別 

（３）結婚の有無

図表５ 結婚の有無 

※以降の値は、ウェイトバック集計による補正を行っています。
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（４）子どもの有無

図表６ 子どもの有無 

（５）回答者の職業

図表７ 回答者の職業 
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（６）回答者と同居している配偶者またはパートナーの職業

ア 就業状況

図表８ 同居している配偶者またはパートナーの就業状況 

イ 就業形態

図表９ 同居している配偶者またはパートナーの就業形態 
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